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評価の目的

必要性

輸送の安全の確保は、運輸事業の根幹であり、不断の改善・向上の取組が不可欠な

重要な課題である。

国土交通省では、平成１７年に運輸事業における事故・トラブルが多発したことを契

機として制定された「運輸の安全性の向上のための鉄道事業法等の一部を改正する法

律」（平成１８年法律第１９号。以下「運輸安全一括法」という。）により、平成１８年１０月

から、陸・海・空の運輸事業者がトップから現場まで一丸となった安全管理体制を構築

し、その運輸事業者の取組状況に関して国が評価する「運輸安全マネジメント評価」を

実施しているところである。

平成２２年１０月をもって「運輸安全マネジメント評価」実施から４年が経過することを

機に、本政策レビューを実施し、本政策評価結果を基に、「運輸安全マネジメント評価」

の質の向上等へと繋げていくものである。

対象政策 運輸安全マネジメント評価

政策の目的 本政策では、「運輸安全一括法」により改正された鉄道事業法、航空法、道路運送

法、海上運送法等の関係法令に基づき、運輸事業者に安全管理規程の作成及び安全

統括管理者の選任を義務付けるなど、安全管理体制の構築を求めている。そして、運

輸事業者自らが経営トップのコミットメントの下、安全管理体制の構築を目指し、本制度

の意義・内容を十分に理解し、さらに輸送の安全性の向上について高い意識を持って

積極的に安全管理体制の更なる向上に向けた取組を行うこと、また、構築された安全管

理体制を運輸事業者自らが内部監査等の手法によりチェックを行い、運輸事業者内部

に安全風土・安全文化が構築され、安全管理体制のスパイラルアップが図られ、改善さ

れていくことを目的している。

評価の視点 「運輸安全マネジメント評価」が運輸事業者の自主的な安全管理体制の確立に貢献

しているかどうかという視点から政策評価を行う。

評価手法 平成１８年１０月以降の４年間に国土交通省運輸安全調査官が行った「運輸安全マネ

ジメント評価」の結果（評価報告書）をもとに、運輸事業者の安全管理体制の確立に向

けた取組（以下、「運輸安全取組」という。）の進展状況を分析するほか、平成２１年度に

国土交通省大臣官房運輸安全監理官室にて実施した「運輸安全マネジメント評価」に関

する運輸事業者に対するアンケート調査の結果等を分析し、それらを踏まえて、「運輸

安全マネジメント評価」に関する課題を抽出し、今後の取組を検討するという手法をと

る。

評価結果 ○評価を受けた回数別の運輸安全取組実施の傾向・特徴（大手事業者）

大手事業者については、平成１８年からほぼ毎年１回、「運輸安全マネジメント評価」

を実施しているところであるが、評価の回数を重ねるごとに全ての項目について運輸安

全取組の実施率が上昇しており、安全管理のための仕組みが段階的に構築・運用・改

善されてきていることが見て取れる。



○大手以外の事業者における運輸安全取組実施の傾向・特徴

大手以外の事業者は、大手事業者に比べて全般的に運輸安全取組の実施率が低い

ことが見て取れる（なお、多くの大手以外の事業者は、未だ複数回の運輸安全マネジメ

ント評価を受けていないところ。）。

○「運輸安全マネジメント評価」に関する運輸事業者に対するアンケート調査

運輸事業者の意識アンケート結果からは、運輸事業者は、「運輸安全マネジメント

評価」によってより安全を意識するようになるとともに、評価は安全確保のために有効

と捉えていることが見て取れる。

政策への

反映の方向

○全般的な方向性

次の事項に取り組み、運輸安全マネジメントの一層の浸透・定着を図っていく。

（１）施策ツールを総動員した運輸事業者の支援

「運輸安全マネジメント評価」の重点化を図るとともに、運輸安全セミナーの開催、

運輸安全取組事例の収集・公表等を行うことにより、運輸安全取組を支援していく。

（２）より適切な「運輸安全マネジメント評価」を行う体制の充実・整備

「運輸安全マネジメント評価」の適切さや公正さは、評価担当職員の本制度に関

する知識、技能、知見等の力量に委ねられるところが多いことから、評価担当職員の

力量の充実・強化を図っていく。

（３）関係部局等との連携の強化の推進

関係部局等との連絡や情報交換を密にし、計画的に「運輸安全マネジメント評

価」を実施するとともに、「運輸安全マネジメント評価」と保安監査を運輸事業者に対

する安全政策における車の両輪として有機的に機能させていく。

○事業規模に応じた方向性

（１）大手事業者の「運輸安全マネジメント評価」の実施方針

運輸安全取組の更なるレベルアップを図るため、次の事項に取り組んでいく。

・運輸事業者の特徴や性質を踏まえた「運輸安全マネジメント評価」の実施

・安全管理の取組が進んでいる運輸事業者については、「運輸安全マネジメント評

価」実施間隔の延長

・現場において確認した安全方針の浸透状況、社内コミュニケーションの状況等を参

考にした経営管理部門に対するインタビューの実施

（２）大手以外の事業者の「運輸安全マネジメント評価」の実施方針

運輸安全取組の実施率の向上を図るため、次の事項に取り組んでいく。

・「運輸安全マネジメント評価」を未実施の事業者に対して、計画的に評価を実施

・事業規模・実態に鑑み、小規模事業者用ガイドラインを活用した、より実効的な「運

輸安全マネジメント評価」を実施

第三者の

知見の活用

学識経験者等からなる「国土交通省政策評価会」に、本政策評価の経過報告等を行って

助言を頂くとともに、評価会座長より担当に指名された加藤浩徳委員より、個別指導を受け

ながら進めることとする。また、「運輸審議会運輸安全確保部会」に属する委員より、運輸

安全に関する専門的見地から意見を聴くこととする。

実施時期 平成２２年度
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Ⅰ．政策評価の目的、視点等

１．政策レビューとは

政策レビューとは、国土交通省が行う政策評価の方式の一つであり、「国土交通省事後

評価実施計画」（平成２２年８月２７日最終変更）に基づき実施するものである。具体的

には、政策課題として重要なもの、国民の評価に対するニーズが特に高いもの等、目的や

政策課題に応じて一括して対象とし、それが目的に照らして所期の効果をあげているかど

うかを検証するとともに、結果と施策等の因果関係等について分析し、課題とその改善方

策等を発見することとなる。特定のテーマについて掘り下げた政策レビューを実施するこ

とにより、関連する政策の企画立案や改善に必要な情報を得ることを目指すものである。

２．政策評価の目的

輸送の安全の確保は、運輸事業の根幹であり、不断の改善・向上の取組が不可欠な最重

要課題である。

国土交通省では、平成１７年に運輸事業における事故・トラブルが多発したことを契機

として制定された「運輸の安全性の向上のための鉄道事業法等の一部を改正する法律」（平

成１８年法律第１９号。以下「運輸安全一括法」という。）により、平成１８年１０月か

ら、陸・海・空の運輸事業者がトップから現場まで一丸となった安全管理体制を構築・運

用及び改善し、その運輸事業者の取組状況に関して国が評価する「運輸安全マネジメント

評価」を実施しているところである。

運輸安全一括法附則第８条の見直し規定（注）を踏まえ、平成２２年１０月をもって「運

輸安全マネジメント評価」実施から４年が経過することを機に、本政策レビューを実施し、

本政策評価結果を基に、「運輸安全マネジメント評価」の質の向上等へと繋げていくもの

である。

※本政策レビューにおいて、運輸事業者が安全管理体制を構築・運用及び改善ことを｢運輸

安全マネジメント｣という。

（注）運輸安全一括法附則第８条

「政府は、この法律の施行後五年を目途として、この法律による改正後の規定の実施状況

を勘案し、必要があると認めるときは、当該規定について検討を加え、その結果に基づい

て必要な措置を講ずるものとする。」
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３．政策評価の対象

国土交通省大臣官房運輸安全監理官付運輸安全調査官（以下「運輸安全調査官」という。）

が担当している社会的影響の大きい１３６運輸事業者（以下「大手事業者」という。）に

対して行う「運輸安全マネジメント評価」及び地方運輸局等の評価担当官が担当している

大手事業者以外の５，１７１運輸事業者（以下「大手以外の事業者」という。）に対して

行う「運輸安全マネジメント評価」を政策評価の対象とする。

４．政策評価の視点・手法

「運輸安全マネジメント評価」は、従来から行われている安全基準の策定・遵守や保安

監査の実施とあいまって、国が「運輸安全マネジメント評価」を行うことにより、運輸事

業者に自主的に安全管理体制を確立（安全重点施策の策定・見直し、コミュニケーション

の充実、安全教育・訓練の実施・充実、内部監査の実施・充実等）させ、もって、運輸事

業者の輸送の安全性の向上を図ろうとするものである。

「運輸安全マネジメント評価」を政策評価するに当たっては、輸送の安全性の向上を図

る施策であることに鑑み、運輸事業者による事故の件数との関係を見ることが考えられる。

そこで、平成１１年度以降の各モードの事故件数を見ると、次の図のとおり、「運輸安全

マネジメント評価」が導入された平成１８年１０月以降については、事業用自動車の事故

件数等に減少が見られるものの、それ以外の交通モードではあまり大きな傾向の変化は見

られない。
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出典：航空輸送の安全にかかわる情報（航空局） ※本邦航空運送事業者が運航する航空機に係る件数。

※安全上のトラブルの報告は、平成18年10月より開始。

事故・重大インシデント件数

事故件数は、長期的に減少傾向にあるが、近年ほぼ横ばい。人身障
害事故と踏切障害事故で約９割。一度事故が起きると社会的影響大。

鉄 道

事故件数・死者数は、高止まり傾向から減少に転じているが、
交通事故全体と比べると減り方が鈍い。事業用自動車

事故件数は微減傾向にあるが、依然、漁船・プレジャーボートの事故が
多発。また高齢になるほど船員の被災が増加傾向。

船 舶

353件
（41.5%）

396件
（46.5%）

踏切障害事故人身障害事故
（線路内立入、

ホーム上で
接触等）

道路障害事故

（路面電車等）

91件
（10.7%）

列車事故（脱線、衝突等）
10件（1.2%）

物損事故
1件（0.1%）

【事故種類別】
（平成21年度）

出典：鉄軌道輸送の安全にかかわる情報（鉄道局）※自殺を原因とする死者は含まない。

国内航空会社による乗客の死亡事故は、昭和60年の日航ジャンボ機墜
落事故以来発生していないが、事故は年間１～４件程度で推移。一度事
故が起きると社会的影響大。最近では、管制トラブルやバードストライク
への対応も課題。

海難船舶隻数及び死者数の推移

隻数

人

出典：海難の現況と対策について

(海上保安庁)
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出典：事業用自動車の交通事故の傾向分析（自動車交通局）
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「運輸安全マネジメント評価」は、繰り返し実施することにより個々の運輸事業者に段

階的に安全性向上の取組を進めることを促すものであること、「運輸安全マネジメント評

価」の実施体制の制約等のため全ての運輸事業者に対して十分な回数の評価が実施できて

いないこと等を踏まえると、「運輸安全マネジメント評価」により事故件数が減少したかど

うかについて政策評価できるようになるまでには、まだしばらく時間を要すると考えられ

る。

また、現在のところ、「運輸安全マネジメント評価」と事故件数及び運輸事業者の安全管

理体制の確立と事故件数との間にどのような関係があるかについて説明するためのデータ

の整備等の環境も整っていない。

以上のとおり、現段階では、「運輸安全マネジメント評価」を事故件数との関係で政策評

価を行うことが適当な環境にあるとは言えず、今後、それらの関係を説明していくことが

課題となっている。

このため、「運輸安全マネジメント評価」について、事故件数との関係で政策評価を行う

のではなく、「運輸安全マネジメント評価」が運輸事業者の自主的な安全管理体制の確立に

貢献しているかどうかという視点から政策評価を行うこととする。
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そのような視点から、平成１８年１０月以降の４年間に運輸安全調査官が行った「運輸

安全マネジメント評価」の結果（評価報告書）をもとに、運輸事業者の安全管理体制の確

立に向けた取組の進展状況を分析するほか、平成２１年度に国土交通省大臣官房運輸安全

監理官室にて実施した「運輸安全マネジメント評価」に関する運輸事業者に対するアンケ

ート調査の結果等を分析し、それらを踏まえて、「運輸安全マネジメント評価」に関する課

題を抽出し、今後の取組を検討するという手法をとることとする。

５．政策評価の実施体制

大臣官房運輸安全監理官室にて本政策評価を実施する。実施に当たっては、学識経験者

等からなる「国土交通省政策評価会」（注１）に、本政策評価の経過報告等を行って助言

を頂くとともに、評価会座長より担当に指名された加藤浩徳委員より、個別指導を受けな

がら進めることとする。また、「運輸審議会運輸安全確保部会」に属する委員より、運輸

安全に関する専門的見地から意見を聴くこととする。

（注１）国土交通省政策評価会委員（五十音順：平成２２年２月１０日現在）

上山 信一 慶應義塾大学総合政策学部教授 ※座長

加藤 浩徳 東京大学大学院工学系研究科社会基盤学専攻准教授

工藤 裕子 中央大学法学部教授

佐藤 主光 一橋大学大学院経済学研究科・政策大学院教授

田辺 国昭 東京大学大学院法学政治学研究科・公共政策大学院教授

村木 美貴 千葉大学大学院工学研究科建築・都市科学専攻准教授

森田 祐司 有限責任監査法人ト－マツ パートナー（公認会計士）

山本 清 東京大学大学院教育学研究科教授
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Ⅱ．「運輸安全マネジメント評価」の概要

１．「運輸安全マネジメント評価」の導入等の経緯

運輸事業にとって輸送の安全の確保は最も基本的なサービスであり、利用者たる国民の

信頼の根幹を成すものであるが、平成１７年４月西日本旅客鉄道株式会社福知山線におけ

る列車脱線事故（死亡者１０７名、負傷者５６２名）、同年３月の東武鉄道株式会社伊勢

崎線竹ノ塚駅構内における踏切事故（死亡者２名、負傷者２名）、また、我が国航空運送

事業者における管制指示違反等の安全上のトラブル等、ヒューマンエラーが事故原因の１

つと考えられる事故・トラブルが連続して発生した。

鉄道

●平成１７年３月

東武鉄道伊勢崎線踏切障害事故

《死者2名、負傷者2名》

●平成１７年４月

ＪＲ西日本福知山線列車脱線事故

《死者107名、負傷者562名》

自動車 海運

航空

●平成１７年４月

近鉄バス転覆事故

《死者3名、負傷者20名》

大川運輸踏切衝突事故 《飲酒運転》

●平成１７年５月

●平成１７年３月

ＪＡＬ客室乗務員の非常口扉の操作忘れ

九州商船フェリーなるしお防波堤衝突

《負傷者23名》

これらの事故等により、国民の安全を求める声が非常に高まったことを受けて、国民の

運輸事業に対する信頼を回復させるために、迅速かつ確実に対応すべき重要な課題と位置

づけ、運輸事業の安全性向上のための施策を総合的かつ強力に進める必要があった。
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「運輸安全マネジメント評価」の導入に至る経緯

平成１７年８月４日 公共交通に係るヒューマンエラー事故防止対策検討委員会中間とりまとめ

平成１７年６月１４日 第１回公共交通に係るヒューマンエラー事故防止対策検討委員会開催

（事務次官主催・関係局長等、民間有識者で構成）

鉄道
●平成１７年３月

東武鉄道伊勢崎線踏切障害事故

《死者２名、負傷者２名》

●平成１７年４月

ＪＲ西日本福知山線列車脱線事故

《死者107名、負傷者5６２名》

自動車 海運 航空
●平成１７年４月

近鉄バス転覆事故

《死者３名、負傷者20名》

大川運輸踏切衝突事故

（スーパーひたちと衝突）

●平成１７年５月

九州商船フェリーなるしお防波堤衝突

《負傷者２３名》

●平成１７年６月

知床半島観光周遊船乗揚

《負傷者26名》

●平成１７年１月

ＪＡＬ新千歳空港における管制指示違反

●平成１７年３月

ＪＡＬ客室乗務員の非常口扉の操作忘れ

●平成１７年４月

ANK小松飛行場における管制指示違反

平成１８年１０月１日～
「運輸安全マネジメント評価」の開始

事業者による安全マネジメント態勢の構築が必要
国による安全マネジメント態勢の評価が必要

平成17年に入ってヒューマンエラーが原因と見られる事故等が多発

平成１８年３月３１日 運輸安全一括法の公布

平成１８年度 官房新組織設置

（ＪＲ西日本 安全性向上計画）

●「安全最優先の意識が組織の隅々にまで浸透するには至らなかった。」

●「本社と現場との双方向のコミュニケーションはほとんど行われていなかった。」

（ＪＡＬ 「事業改善命令」「警告」に対する改善措置について）

●「安全が最優先であることを浸透させる経営の取り組みが不十分。」

●「経営と現場との距離感及び部門間の意思疎通の不足。」

●「現場に対する経営トップの双方向コミュニケーションが不十分。」

そこで国土交通省では、運輸事業者に対する新たな安全確保のための手法、行政側の組

織・体制のあり方についての検討を行うため、平成１７年６月に国土交通事務次官を委員

長とする「公共交通に係るヒューマンエラー事故防止対策検討委員会」（注２）を設置し、

有識者の御意見を伺いながら検討を進めた。

この委員会が平成１７年８月に行った中間とりまとめにおいて、ヒューマンエラーによ

る事故等の防止のためには、「事業者による安全マネジメント態勢の構築が必要」であり、

運輸事業者において経営トップから現場まで一丸となった安全管理体制の構築を図るとと

もに、「国による安全マネジメント態勢の評価が必要」であり、その安全管理体制の確認

を国が行う「運輸安全マネジメント評価」の仕組みを導入することなど、安全確保のため

の新たな方向性が示された。

これを受けて国土交通省は、運輸事業者の安全管理体制の構築等を内容とする運輸安全

一括法案を平成１８年の通常国会に提出、同年３月に成立・公布されたほか、同年４月に

国土交通省大臣官房に各交通モード横断的に輸送の安全を確保するための新組織が設置さ

れた。
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（注２）公共交通に係るヒューマンエラー事故防止対策検討委員会委員

（委員長）

佐藤 信秋 国土交通事務次官 (Ｈ１７.８.１５～)

岩村 敬 同 上 (～Ｈ１７.８.１５)

（委員長代理）

清治 真人 技監 (Ｈ１７.８.１５～)

佐藤 信秋 同 上 (～Ｈ１７.８.１５)

安富 正文 国土交通審議官

（委員）

春田 謙 官房長 (Ｈ１７.８.１５～)

峰久 幸義 同 上 (～Ｈ１７.８.１５)

矢部 哲 技術総括審議官 (Ｈ１７.８.２～)

金澤 寛 同 上 (～Ｈ１７.８.２)

竹歳 誠 総合政策局長 (Ｈ１７.８.２～)

丸山 博 同 上 (～Ｈ１７.８.２)

梅田 春実 鉄道局長

宿利 正史 自動車交通局長 (Ｈ１７.８.２～)

金澤 悟 同 上 (～Ｈ１７.８.２)

星野 茂夫 海事局長 (Ｈ１７.８.２～)

矢部 哲 同 上 (～Ｈ１７.８.２)

岩崎 貞二 航空局長

杉山 篤史 政策統括官 (Ｈ１７.８.１５～)

春田 謙 同 上 (～Ｈ１７.８.１５)

（事務局担当） 総合政策局 総務課、技術安全課、参事官（交通安全）
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(アドバイザリーグループ委員)

稲垣 敏之 筑波大学大学院教授 システム情報工学研究科リスク工学専攻長

岡本 浩一 東洋英和女学院大学人間科学部教授

河内 啓二 東京大学大学院工学系研究科教授

髙 巖 麗澤大学国際経済学部教授兼企業倫理研究センター長

芳賀 繁 立教大学文学部心理学科教授

堀野 定雄 神奈川大学工学部経営工学科助教授

村山 義夫 （財）海上労働科学研究所主任研究員

(ヒアリング企業)

全日本空輸株式会社

日本通運株式会社

日本ハム株式会社

日本郵船株式会社

東日本旅客鉄道株式会社

(委員会開催日)

第１回 平成１７年 ６月１４日（火）

第２回 平成１７年 ６月２１日（火）

第３回 平成１７年 ７月 ４日（月）

第４回 平成１７年 ７月１２日（火）

第５回 平成１７年 ７月２２日（金）

第６回 平成１７年 ８月 ４日（木）

第７回 平成１７年１２月 ６日（火）

第８回 平成１８年 ３月２９日（水） 【最終回】
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運輸安全マネジメント制度の概要

１．関係法令（※）に基づき運輸事業者に、

①安全管理規程の作成、

②安全統括管理者の選任 等

を義務付け。

２．経営トップのコミットメントの下、

全社的な運輸安全マネジメントの

推進を求める。

運輸安全マネジメント評価

１．運輸安全監理官を中心とする
国土交通省の評価チームが事業
者に赴き、評価を実施。

・本省評価対象事業者 １３６社（平成１８年
１０月以降、２回目の評価を完了。 現在３回目
又は４回目評価を実施中。）

・地方運輸局等対象事業者 ５，１７１社（現在１
回目を実施中。）

・全評価対象事業者 ５，３０７社

２．輸送の安全に関する各種取組
を評価し、継続的改善へのアドバ
イスを実施。① 安全方針の策定・見直し

② 安全重点施策の策定・見直し

③ コミュニケーションの充実

④ 事故、ヒヤリ・ハット情報の収集・活用

⑤ 教育・訓練

⑥ 内部監査

⑦ マネジメントレビュー・継続的改善 等

※鉄道事業法、軌道法、航空法、道路運送法、貨物自動
車運送事業法、海上運送法及び内航海運業法

これにより、関係法令に基づき、運輸事業者においては、安全管理規程の作成、安全統

括管理者の選任等が義務付けられ、自主的に安全管理体制を構築することとなった。また、

運輸事業者の安全管理体制については、国土交通省が「運輸安全マネジメント評価」を実

施し、継続的改善へのアドバイスを行うこととなった。

平成２１年６月には、小規模事業者の安全管理体制の構築・改善を促すために、運輸審

議会運輸安全確保部会の議論を経て、「鋼索鉄道・索道事業者等における安全管理の進め方」

及び「小規模海運事業者における安全管理の進め方」（以下、これらを総称して「小規模事

業者用ガイドライン」という。）を策定・公表した。

平成２２年３月には、それまでの「運輸安全マネジメント評価」や各種の調査研究を通

じて得た運輸事業者における安全管理体制の構築・改善に関する情報や知見を踏まえ、運

輸審議会運輸安全確保部会の審議を経て、鉄道事業法第五十六条の二等の規定に基づく安

全管理規程に係る報告徴収及び立入検査に係る基本方針（以下「運輸安全マネジメント評

価の基本方針」という。）の内容の見直しを実施し、加えて、平成１８年４月に策定した「安

全管理規程に係るガイドライン」を見直し、あらたに「運輸事業者における安全管理の進

め方に関するガイドライン」（以下「運輸安全ガイドライン」という。）を策定した。
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D

CA

P

経営トップは、安全管理体制に主体的かつ積極的に関与し、
リーダーシップを発揮

安全管理体制が適切・円滑に運営されるよう、経営管理部
門に対して、確実に指示等を行う

安全方針を策定、周知し、

安全方針に沿って、安全重点施策

（安全目標・取組計画）を策定

安全管理体制の運用状況の社内
チェックを少なくとも１年毎に実施
（重大事故等の場合随時）

⑪内部監査

⑫マネジメントレビューと
継続的改善

マネジメントレビューの結果等、安全
管理体制の中で明らかになった課題
等に対する是正措置及び予防措置を
実施

②安全方針

①経営トップの責務

⑬文書の作成及び管理 ⑭記録の作成及び維持

④安全統括管理者の責務

⑤要員の責任・権限

⑥情報伝達及びコミュニケ
ーションの確保

⑦事故、ヒヤリ・ハット情報
の収集・活用

⑧重大な事故等への対応

⑨関係法令等の遵守の確保

⑩安全管理体制の構築・改善に
必要な教育・訓練等

③安全重点施策

『運輸事業者における安全管理の進め方に関するガイドライン』のポイント

２．「運輸安全マネジメント評価」の目的

運輸安全マネジメント制度では、鉄道事業法、航空法、道路運送法、海上運送法等の関

係法令に基づき、運輸事業者に安全管理規程の作成及び安全統括管理者の選任を義務付け

るなど、安全管理体制の構築を求めている。そして、運輸事業者自らが経営トップのコミ

ットメントの下、経営トップから現場まで一丸となった安全管理体制の構築を目指し、本

制度の意義・内容を十分に理解し、さらに輸送の安全性の向上について高い意識を持って

積極的に安全管理体制の更なる向上に向けた取組を行うこと、また、構築された安全管理

体制を運輸事業者自らが内部監査等の手法によりチェックを行い、運輸事業者内部に安全

風土・安全文化が構築され、安全管理体制のスパイラルアップが図られ、改善されていく

ことを目的している。

「運輸安全マネジメント評価」は、運輸事業者が自主的に構築する安全管理体制につい

て、経営トップが主体的に関与しているか、安全管理体制がＰＤＣＡサイクルを組み込ん

だものになっているか等について、国が評価して所要のアドバイスを行い、もって、運輸

事業者の運輸安全に関する取組の継続的改善を促すことを目的としている。
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３．「運輸安全マネジメント評価」の実施体制

「運輸安全マネジメント評価」の実施体制は、国土交通省大臣官房に、各交通モード横

断的に輸送の安全を確保するための組織として、「運輸安全政策審議官」、「運輸安全監

理官」を設置し、その下に、「運輸安全マネジメント評価」の実施担当者として、首席運

輸安全調査官を１名、運輸安全調査官２１名（うち、主任運輸安全調査官７名）を設置し

ている。また、地方運輸局、沖縄総合事務局及び地方航空局（以下、「地方運輸局等」と

いう。）においては、主に保安監査を専門に実施していた職員が、保安監査と併せて「運

輸安全マネジメント評価」を実施している。

企画第一係長

企画第二係長

調査係長
主任運輸安全調査官 ７名

運輸安全調査官 １４名

課長補佐（調査）

大臣官房（本省）

自動車交通部
（自動車監査指導部）鉄道部

地 方 運 輸 局 等

海上安全環境部

《保安監査実施部局において評価を実施》

運輸安全監理官

運輸安全政策審議官

首席運輸安全調査官企画調整官

鉄道局 自動車交通局 海事局 航空局

平成２２年７月１日現在

総務部

４．「運輸安全マネジメント評価」の対象事業者

「運輸安全マネジメント評価」の対象事業者は、安全管理規程の作成等が義務付けられ

ている全ての運輸事業者であり、平成２２年４月時点において、５，３０７社、交通モー

ド別には、鉄道事業者７８１社、自動車運送事業者３１３社、海運事業者４，１８９社、

航空事業者２４社となっている。そのうち本省の評価対象となっている大手事業者数は１

３６社、交通モード別には、鉄道事業者３２社、自動車運送事業者４４社、海運事業者３

６社、航空事業者２４社となっており、地方運輸局等の評価対象となっている大手以外の

事業者数は５，１７１事業者、交通モード別には、鉄道事業者（索道事業者含む）７４９

社、自動車運送事業者２６９社、海運事業者４，１５３社となっている。
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鉄軌道

ＪＲ７社

大手民鉄16社

準大手民鉄5社

公営地下鉄9社

計３７社

その他の鉄軌道
事業者

１６８社

索道

５７６社

バス タクシー トラック 合計

保有車輌

200両以上

１０２社

保有車輌300
両以上

５７社

保有車輌

300両以上

１５４社

３１３社

100～200両

約１６０社

100～300両

約３５０社

100～300両

約８００社

約１３１０社

100両未満

約５１００社

100両未満

約

５６２００社

（うち、

個人タクー

約４４３００
社）

100両未満

約

６１９００社

（軽貨物運送
事業者を除
く）

約

１２３２００社

大手・中堅事業者

約５００社

（うち、ＩＳＭ取得事
業者約８０社）

小規模事業者

約３５００社

特定本邦航空運送
事業者（注１）

１４社

特定本邦航空運送
事業者以外の安全
管理規程義務付対
象事業者（注２）

１０社

安全管理規程義務
付対象外事業者

６５社

評
価
対
象
事
業
者

評
価
対
象
事
業
者

評
価
対
象
事
業
者

評
価
対
象
事
業
者

「運輸安全マネジメント評価」対象事業者数

（注１）許可を受けた本邦航空運送事業者のうち、運航する航空機の客席数が１００席以上又は最大離陸重量５０，０００キログラム以上である事業者。
（注２）許可を受けた本邦航空運送事業者のうち、運航する航空機の客席数が３０以上１００席未満又は最大離陸重量１５，０００以上５０，０００キログラム未満

である事業者。

※「評価対象事業者」とは、関係法令に基づき安全管理規程の作成、安全統括管理者の選任等が義務付けられている事業者である

○「運輸安全マネジメント評価」対象事業者数（細別）
（平成２２年４月 ５，３０７社）

鉄道 自動車 海運 航空 合計（Ａ）

本省の対象事業者数

（大手事業者）
３２ ４４ ３６ ２４ １３６

地
方
運
輸
局
等
の
対
象
事
業
者
数
（大
手
以
外
の
事
業
者
）

北海道 ９２ １０ １６２ ― ２６４

東北 １３２ １７ ２５０ ― ３９９

北陸信越 １７５ １１ ２０５ ― ３９１

関東 ９０ ９８ ５９４ ― ７８２

中部 ７７ ４１ ２９７ ― ４１５

近畿 ７６ ３５ ２４０ ― ３５１

神戸 ― ― １９３ ― １９３

中国 ５１ １７ ３６１ ― ４２９

四国 ２０ ８ ３６０ ― ３８８

九州 ３５ ２９ １，２４６ ― １，３１０

沖縄 １ ３ ２４５ ― ２４９

小計 ７４９ ２６９ ４，１５３ ― ５，１７１

合計 ７８１ ３１３ ４，１８９ ２４ ５，３０７
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５．「運輸安全マネジメント評価」の手法

「運輸安全マネジメント評価」は、従前からの保安監査とは異なり、運輸安全調査官や

地方運輸局等の評価担当官が、運輸事業者の本社に出向き、経営トップや安全統括管理者、

運輸部長等の経営管理部門へ直接インタビューを行い、関係内部書類を現認して裏付けを

取り、これらに基づき、安全管理体制が適切に構築され、それがシステムとして適切に機

能しているかどうかについて評価を行い、必要に応じて助言等を行う。

従前からの保安監査は、①航空機・鉄道車両、諸施設が所要の基準を満たしているか、

②的確な資格を有する運転・操縦者による運行がなされているか、③現場における運行の

責任者（運行管理者）が選任されているか等、輸送行為の個別要素（輸送施設、運転手等）

の基準等の遵守状況等を中心にチェックするものであり、交通モード（鉄道、航空、自動

車、海運）の特性に応じた手法により実施している。

一方、「運輸安全マネジメント評価」は、経営トップが安全管理体制を具体的に把握し、

現場の情報、課題等がフィードバックされる仕組み、いわゆるＰＤＣＡサイクルに基づく

安全管理体制が適切に構築されているかという視点から、次に掲げる項目についてチェッ

クするものであり、交通モード間に共通した手法により実施している。なお、これらの項

目は、運輸安全ガイドラインにまとめられている。

① 経営トップの責務

② 安全方針

③ 安全重点施策

④ 安全統括管理者の責務

⑤ 要員の責任・権限

⑥ 情報伝達及びコミュニケーションの確保

⑦ 事故、ヒヤリ・ハット情報等の収集・活用

⑧ 重大な事故等への対応

⑨ 関係法令等の遵守の確保

⑩ 安全管理体制の構築・改善に必要な教育・訓練等

⑪ 内部監査

⑫ マネジメントレビューと継続的改善

⑬ 文書の作成及び管理

⑭ 記録の作成及び維持
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この評価手法は、安全基準への適合性の確認を行う従来からの保安監査とは異なり、各

運輸事業者が、ＰＤＣＡサイクルの仕組みを導入・活用することにより、それぞれの事業

者の実情にあった方法で輸送の安全性を自主的に向上していけるように一緒になって考え

るというやり方で運輸事業者を支援するものである。このため、「運輸安全マネジメント

評価」を行う評価担当官は、運輸事業者の取組の向上に比例して、常に最新のマネジメン

トシステム、人間工学、運輸業界等に対する幅広い知識を習得し、適切な評価を行う技量

を維持・向上させていくことが必要となる。

評価計画の策定

評価日程の事前調整

運輸安全マネジメント評価報告書の作成・提示

安全管理体制に係る総合的な把握及び分析

運輸安全マネジメント評価実施通知書の送付

運輸安全マネジメント評価の実施

「運輸安全マネジメント評価」の全体の流れ

評価実施方針の策定

運輸安全マネジメント評価の実施の様子

○実施期間：1～2日間で実施
○場 所：事業者の本社等

○作業内容：経営トップほか経営管理部門へのインタビューと書類の確認
○評価指針：安全管理規程に係るガイドライン

１
日
目

13:00 オープニングミーティング

13:30 トップインタビュー

14:50 安全統括管理者インタビュー

16:20 安全推進室長インタビュー

17:30 諸連絡

17:40 初日終了

２
日
目

9:40 営業部長インタビュー

10:30 運輸部長インタビュー

11:20 工務部長インタビュー

13:10 総務部長インタビュー

14:00 文書・記録類確認

15:00 評価担当者打合せ

16:30 クロージングミーティング

17:00 評価終了

＜運輸安全マネジメント評価日程例＞
～ ２日間の場合 ～
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Ⅲ．「運輸安全マネジメント評価」の実施状況

１．「運輸安全マネジメント評価」の実施回数

本省は、大手事業者に対して、その社会的影響の大きさに鑑み１事業者につき毎年１回

を目途に評価を実施してきており、平成２２年８月時点で１事業者につき合計３～４回の

評価を実施したところである。他方、地方運輸局等は、大手以外の事業者に対して、よう

やく約半数の事業者に１回目の評価を行ったところであり、未だ全ての事業者に１回目の

評価を実施できていない。

○「運輸安全マネジメント評価」実施回数
（平成１８年１０月～平成２２年８月末､計２，８８２回実施）

鉄道 自動車 海運 航空 合計（Ｂ）

実施回数

合計（Ｂ）

対象事業者

合計（Ａ）

本省の実施回数

（大手事業者）
１５５ １４３ ９４ ６９ ４６１ ３．３９

地
方
運
輸
局
等
の
実
施
回
数
（大
手
以
外
の
事
業
者
）

北海道 ５８ １３ ６０ ― １３１ ０．５０

東北 ４８ ２５ ４７ ― １２０ ０．３０

北陸信越 ９４ １３ ４２ ― １４９ ０．３８

関東 ６８ １０１ ３４０ ― ５０９ ０．６５

中部 ５０ ４９ １４６ ― ２４５ ０．５９

近畿 ４２ ４３ １２９ ― ２１４ ０．６１

神戸 ― ― ９７ ― ９７ ０．５０

中国 ３７ ２１ ９３ ― １５１ ０．３５

四国 １７ １０ １７８ ― ２０５ ０．５３

九州 ２８ ２９ ４７２ ― ５２９ ０．４０

沖縄 １ ３ ６７ ― ７１ ０．２９

小計 ４４３ ３０７ １，６７１ ― ２，４２１ ０．４７

合計 ５９８ ４５０ １，７６５ ６９ ２，８８２ ０．５４

※対象事業者合計（Ａ）は、Ｐ.１２[「運輸安全マネジメント評価」対象事業者数（細別）]

の表中に記載されているものである。

２．「運輸安全マネジメント評価」を通じて確認された運輸事業者の運輸安全

マネジメントに係る取組状況

この４年間で実施した「運輸安全マネジメント評価」を通じて確認された、運輸安全ガ

イドラインが掲げる各項目に関する運輸事業者の運輸安全マネジメントに係る取組（以下、

「運輸安全取組」という。）の傾向・特徴を示すと、次のとおりである。
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（１）評価を受けた回数別の運輸安全取組実施の傾向・特徴（大手事業者）

次のとおり、運輸安全マネジメント評価の回数を重ねるごとに全ての項目について運

輸安全取組の実施率が上昇しており、安全管理のための仕組みが段階的に構築・運用・

改善されてきていることが見て取れる。

① 安全方針

安全に係る方針は、ほとんどの運輸事業者において制度導入以前より作成されてい

るが、制度導入以降では、社員の安全方針に関する理解度の把握・評価、定期的な内

容の見直し等、安全方針の実効性を高めるための取組が行われてきている。

② 安全重点施策

安全重点施策（目標・取組計画等）は、ほとんどの運輸事業者において制度導入以

前から作成されているが、制度導入以降では、施策の進捗・達成状況の把握・評価、

定期的な施策の見直し等、安全重点施策の実効性を高めるための取組が行われてきて

いる。

③ 情報伝達・コミュニケーション

制度導入後、組織内の横断的・縦断的な輸送の安全に係る情報伝達・コミュニケー

ションの充実化に向けた取組が行われてきている。ただ、情報伝達等に係る改善の取

組等の実施率は、他の項目よりはやや低い。
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④ 事故、ヒヤリ・ハット情報の収集・活用

事故情報の収集・分析は、制度導入以前から行われてきているが、制度導入後では、

それを再発防止に活用する取組が進んでいる。また、ヒヤリ・ハット情報を収集し、

それを未然防止に活用する取組、他社事例を自社の安全対策に活用する取組も進んで

きている。ただ、ヒヤリ・ハット情報の活用の取組の実施率は、他の項目よりはやや

低い。

⑤ 教育・訓練

制度導入後、制度のコンセプトの理解を深めるための教育・訓練が実施されてきてお

り、技能教育の効果・把握や見直しの取組が進んできている。また、過去発生した事故

体験共有の取組も進んできている。ただ、技能教育の見直しの取組は、他の項目よりは

やや低い。
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⑥ 内部監査

安全管理体制に係る内部監査は、制度導入当初、ほとんどの運輸事業者が実施され

ていなかったが、手順書の作成、監査体制整備、監査要員に対する教育等が実施され

るようになり、内部監査に関する取組が進んできている。

⑦ マネジメントレビュー・継続的改善

マネジメントレビュー（安全管理体制全般の見直し）・継続的改善については、制度

導入当初、ほとんどの運輸事業者で取組が実施されてなかったが、制度導入以降は、

実施体制・手法が確立され、マネジメントレビュー・継続的改善に関する取組が進ん

できている。

（２）自動車、海運分野における運輸安全取組実施の傾向・特徴（大手事業者）

自動車、海運分野では、モード内で事業別に分類でき、事業により運輸安全取組の実

施状況に特有の傾向・特徴がみられるため、以下の通り示す。なお、集計で示す数値は、

大手事業者の３回目の評価（ただし、内航貨物事業者は２回目の評価）の実績である。

① 自動車分野

自動車分野の運輸安全取組の実施率は、バス、タクシー、トラックともに、運輸事

業者全体と概ね同じ傾向を示しているが、ヒヤリ・ハット情報の活用及び技能教育の

効果の把握に関する取組について、タクシー事業者の実施率の低さが目立っている。
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② 海運分野

海運分野の運輸安全取組の実施率は、旅客船、内航貨物ともに、運輸事業者全体と

似た傾向を示しているが、内航貨物事業者は、２回目の評価を受けた段階にしては全

般的に実施率が高めなのに対し、旅客船事業者は、技能教育の効果の把握に関する取

組の実施率の低さが目立っている。
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（３）大手以外の事業者における運輸安全取組実施の傾向・特徴

大手以外の事業者の運輸安全取組の傾向・特徴を大手事業者と比較してみると、大手

以外の事業者は、全般的に運輸安全取組の実施率が低いことが見て取れる。

なお、大手事業者は、４回目の評価実績、大手以外の事業者は、1 回目の評価実績を

集計している。

100 100
94

71

100
88

100 100

64

40

19
8

21
4 10 8

0

20

40

60

80

100

安
全
方
針
策
定

安
全
重
点
施
策

策
定

事
故
再
発
防
止
策

実
施

ヒ
ヤ
リ
・ハ
ッ
ト

情
報
活
用

安
全
コ
ン
セ
プ
ト

教
育
実
施

技
能
教
育
効
果

把
握

内
部
監
査
実
施

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

レ
ビ
ュ
ー
実
施

%

大手事業者

大手以外の

事業者



２１

３．「運輸安全マネジメント評価」に関する運輸事業者へのアンケート結果

（１）「運輸安全マネジメント評価」の導入効果に関するアンケート

「運輸安全マネジメント評価」の導入効果の把握のため、「運輸安全マネジメント

評価」を実施した運輸事業者（平成２１年６月時点、個人事業者を除く）９８６社に

対しアンケート調査（必要に応じて追加ヒアリング）を行い、運輸事業者が安全管理

体制を構築・維持・改善に関する意識調査を実施した結果を以下に示す。

このアンケートは、回答の送付先を外部コンサルタント会社とし、アンケート結果

の集計・分析も当該外部コンサルタント会社が実施した。

運輸事業者の意識アンケート結果からは、運輸事業者は、「運輸安全マネジメント

評価」によって、より安全を意識するようになるとともに、「運輸安全マネジメント

評価」は安全確保のために有効と捉えていることが見て取れる。

① 調査対象 安全管理規程の届け出義務事業者９８６社

②調査期間 ８月１８日（火）～９月４日（金）

③調査方法 アンケート等の郵送

④アンケートの回収状況は、下記の通り

調査先 発送数 回収数 回収率

鉄道・軌道 １１７ １０３ ８８．０％

無軌条電車・鋼索鉄道・索道 １９５ １１８ ６０．５％

バス ２７１ ６７ ６９．０％

タクシー ３７

トラック ８３

海運（旅客） ３９６ １３７ ５７．５％

海運（貨物） ９１

航空運送 ２４ ２２ ９１．６％

合計 １，００３ ６５８ ６５．６％
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①安全意識の変化

「「運輸安全マネジメント評価」の開始以降、会社として意思決定や業務運営を行う

際、導入前と比べ、より安全を意識するようになりましたか」との質問について、下記

のような結果となった。

□「運輸安全マネジメント評価」の開始後、運輸事業者の約 93%が安全を意識するよ

うになった(「十分意識するようになった」、「概ね意識するようになった」)と回答し

ており、一定の効果が確認された。

□「バス」・「タクシー」などの旅客自動車運送事業者は、「十分意識するようになった」

との回答が平均値よりも 10%以上高い割合となっており、安全に対する意識の変化

が他の輸送モードと比べると高い傾向にあった。

□「無軌条電車・鋼索鉄道・索道」、「タクシー」、「トラック」、「海運（貨物）」の各運

輸事業者に関しては、少数ではあるが意識が変わらないとの回答も存在しており、

特に「海運（貨物）」では意識が変わらないと回答した運輸事業者の割合が 6.6%と他

の輸送モードと比べると最も高かった。そのような運輸事業者については、「運輸安

全マネジメント評価」実施時に、適切に助言をする必要がある。

□概ね「運輸安全マネジメント評価」によって、安全に関する意識が高まったとの結

果が得られた。

回答結果（項目毎の回答数を総回答事業者数で除した割合）

N=658
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事業分野毎のアンケート回答結果

（事業分野における項目毎の回答数を同モードの総回答数で除した割合）

②安全の取組の変化、改善

「「運輸安全マネジメント評価」の開始以降、貴社の輸送の安全に係る取組において、

変化、改善又は充実した事項について教えてください」との質問について、下記のよう

な結果となった。（複数回答）

□ほとんどの運輸事業者は、何らかの取組について、変化、改善又は充実したと回答

している。

□特に、「会社が安全を重視するようになった」、「経営トップと現場担当者のコミュニ

ケーションの機会が増えた」「事故情報やヒヤリ・ハット情報を収集し、再発防止等

に役立てるようになった」と回答している者が多くみられた。
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3.9%

2.7%

39.7%

48.4%

53.9%

60.0%

28.7%

33.4%

63.9%

30.6%

60.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

11．その他

10．特に変化等はない

９．取組みの効果を意識するようになった

８．安全管理体制に係る内部監査を実施するようになった

７．安全に関する教育・訓練・研修等の機会が増えた

６．事故情報やヒヤリ・ハット情報を収集し、再発防止等に役立てるようになった

５．安全に関するポスター、冊子、書類等が増えた

４．現場からの安全に関する意見・要望が増えた

３．経営トップ（経営管理部門）と現場担当者のコミュニケーションの機会が増えた

２．安全に対して投資が増えた

１．会社が安全を重視するようになった

項目選択割合（項目毎の回答数を総回答事業者数で除した割合）

事業分野毎のアンケート回答結果

（事業分野における項目毎の回答数を同モードの総回答数で除した割合）

N=658

N=2803
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③「運輸安全マネジメント評価」の有効性

「「運輸安全マネジメント評価」は、貴社の輸送の安全確保のために有効だと思いま

すか」との質問について、下記のような結果となった。

□運輸事業者の 93.1%が「「運輸安全マネジメント評価」は有効である」と回答してお

り、「「運輸安全マネジメント評価」に対する有効性」を認識している割合は比較的

高かった。

回答結果（項目毎の回答数を総回答数で除した割合）

事業分野毎のアンケート回答結果

（事業分野における項目毎の回答数を同モードの総回答数で除した割合）

N=658
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④「運輸安全マネジメント評価」の結果の分かりやすさ

「「運輸安全マネジメント評価」の結果はわかりやすいものでしたか。」との質問につ

いて、下記のような結果となった。

□評価結果についても運輸事業者の 92.6%が評価結果は「分かった」と回答しており、

ほとんどの運輸事業者が理解していることがうかがえる一方、「非常に分かりやすか

った」と回答している運輸事業者は 38.8%であり、50%以上の運輸事業者が、「ある

程度分かった」との回答にとどまっている。他の項目のアンケート結果をふまえる

と、より具体的で（改善例・提案・実例などを添えた）分かりやすい評価結果が求

められていると考えられる。

回答結果（項目毎の回答数を総回答数で除した割合）

事業分野毎のアンケート回答結果

（事業分野における項目毎の回答数を同モードの総回答数で除した割合）

N=658
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⑤「運輸安全マネジメント評価」後の施策

「「運輸安全マネジメント評価」の結果を受け、具体的に実施した施策はありますか。」

との質問について

□「運輸安全マネジメント評価」の有効性及び評価結果として、ある程度有効で理解

できるとのアンケート結果が得られたが、約 15%の運輸事業者では「運輸安全マネ

ジメント評価」の結果を受けても何の施策も行っていないとの回答であり、実施し

ていない運輸事業者については、「運輸安全マネジメント評価」実施時に、適切に助

言をする必要がある。

□「無軌条電車・鋼索鉄道・索道」、「海運（旅客）」、「海運（貨物）」の各運輸事業者

においては、「何ら施策を実施していない」と回答する割合が他の業種と比べて比較

的高い傾向にあった。

回答結果（項目毎の回答数を総回答数で除した割合）

事業分野毎のアンケート回答結果

（事業分野における項目毎の回答数を同モードの総回答数で除した割合）

N=658
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（２）「運輸安全マネジメント評価」に対する負担に関するアンケート

「運輸安全マネジメント評価」を実施した大手事業者（平成 21 年 10 月～平成 22 年

９月の間）77 社に対し、運輸事業者の「運輸安全マネジメント評価」に対する負担に関

するアンケート調査を実施した結果を以下に示す。

このアンケートは、「運輸安全マネジメント評価」の手法等について継続的に改善

していくために、事業者に対して「運輸安全マネジメント評価」を行った運輸安全調

査官に対してではなく、その上司である運輸安全政策審議官に対して直接郵送してい

ただくとともに、無記名での提出を認めることで、より事業者の本音を得ることが出

来るよう工夫した上で実施している。

①「運輸安全マネジメント評価」の実施時間帯及び所要時間について

実施時間帯及び所要時間について、非常に適切である21%、やや適切である75%と、

9 割を超える運輸事業者には実施時間等について理解が得られていると考えられる。

回答結果（項目毎の回答数を総回答数で除した割合）
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②インタビュー対象者に対する聞取調査が与える通常業務への負担について

「運輸安全マネジメント評価」が与える通常業務への負担については、やや大きい

と回答している運輸事業者が 34%あった。

Ⅳ．「運輸安全マネジメント評価」の評価

１．運輸事業者の安全管理体制の確立への貢献

大手事業者については、その社会的影響の大きさに鑑み、１事業者につき毎年１回程度、

これまでの合計で３～４回にわたって評価を実施してきたところであるが、その実施回数を

重ねるごとに、事業者の運輸安全取組の実施率は着実に上昇しており、「運輸安全マネジメ

ント評価」が、事業者の安全管理体制の構築・改善に貢献していることが確認された。

一方、大手以外の事業者については、約半数の事業者に対して１回目の評価が行われた

ところであり、未だ１回目の評価が実施されていない事業者も多数残っているところであ

るが、大手事業者に比べると全般的に運輸安全取組の実施率は低くなっているため、運輸

安全マネジメント制度のより一層の浸透・定着を行う必要がある。

２．運輸事業者の「運輸安全マネジメント評価」の捉え方

「運輸安全マネジメント評価」に関する運輸事業者へのアンケートの結果によると、多

くの運輸事業者において、「運輸安全マネジメント評価」の導入前よりも安全を意識し、経

営トップと現場担当者のコミュニケーションをとり、事故等の情報を収集し再発防止等に役

回答結果（項目毎の回答数を総回答数で除した割合）
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立てるようになってきている等の変化があり、「運輸安全マネジメント評価」が輸送の安全

の確保のために有効であって、評価結果も分かりやすいと捉えていることが確認された。

Ⅳ．今後の取組

１．全般的な方向性

実施が遅れている運輸安全取組項目への評価の重点化を図るとともに、実施が進んでい

る項目に関する取組のさらなる充実を図ることにより、運輸安全マネジメント制度の一

層の浸透・定着等に努めることが必要である。

このため、関係部局等との連携を強化し、運輸安全マネジメント評価を行う体制を充

実・整備しつつ、施策ツールを総動員して運輸事業者支援を実施することとする。

（１）施策ツールを総動員した運輸事業者の支援

「運輸安全マネジメント」のより一層の浸透・定着を図るため、運輸事業者の安全管

理体制の構築に関する支援を実施するとともに、安全管理体制の構築の進んでいる者に

対しては、運輸事業者自らによる改善活動を一層促進・支援するあらたな施策を模索・

検討する。そのため、以下の措置を実施する。

・運輸事業の安全に関するシンポジウムの開催

・運輸安全セミナーの定期的開催（運輸安全監理官室及び地方運輸局等にて）

・運輸事業者、関係団体等の要望に応じて、運輸安全セミナーを随時開催

・運輸事業者の協力を得て、運輸安全取組事例等を収集するとともに、ホームページ

での公表等を通じて、効果的に提供・発信

・自動車分野及び海運分野用のリスク管理（ヒヤリ・ハット情報の収集・活用）テキ

ストの周知

・運輸事業者における安全への取組に参考となる周知資料等の作成・配布

・引き続き、国土交通政策研究所との連携により、「運輸安全マネジメント評価」自体

の効果・有効性を検証・把握する仕組み・ツール開発の調査を実施

以上のような取組を進める中で、運輸事業者への「運輸安全マネジメント」の浸透・

定着の状況等を踏まえ、必要に応じ、重要な事項については運輸審議会運輸安全確保部

会での審議を経て、「運輸安全マネジメント評価の基本方針」、運輸安全ガイドライン等

の見直しを行い、輸送の安全性の向上に努めていく。
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（２）より適切な「運輸安全マネジメント評価」を行う体制の充実・整備

「運輸安全マネジメント評価」の適切さや公正さは、評価担当職員の本制度に関する

知識、技能、知見等の力量に委ねられるところが多いことから、評価担当職員に対して

実施している研修等の内容の見直し・改善、新規の教育・訓練の導入、「運輸安全マネジ

メント評価」を効果的に行うための参考事例等の情報の収集・共有の促進等、評価担当

職員の「運輸安全マネジメント評価」に関する力量の充実・強化を引き続き図っていく。

また、「運輸安全マネジメント評価」においては、取組の進んでいる運輸事業者の具体的

な各種取組の成功要因を検証し、他の運輸事業者に横断的に展開できるようにという視

点からも運輸安全調査官、地方運輸局等の評価担当官の「運輸安全マネジメント評価」

の力量向上を目指す必要がある。そのため、以下の措置を実施又は検討する。

・ 運輸安全調査官の力量向上のための評価、試験、追加研修及び輸送現場見学

・ 「運輸安全マネジメント評価」への幹部職員の立会による運輸安全調査官に対する

オンサイトモニター地方運輸局等の評価担当官の力量向上のための研修、ＯＪＴ（合

同評価）及び再教育

・ 運輸安全調査官ＯＢの力量の維持・向上と当該ＯＢの活用

・ 運輸事業者毎のデータと運輸安全取組事例に関する評価担当職員間での情報共有

・ 「運輸安全マネジメント評価」を実施するに当たり、なるべく運輸事業者の負担が

軽減されるよう運輸事業者との事前調整

（３）関係部局等との連携の強化の推進

「運輸安全マネジメント評価」の更なる浸透・定着・深度化に向けた関係部局間の連

携強化の推進のため、特に、運輸安全監理官室と鉄道局、自動車交通局、海事局、航空

局、地方運輸局等の保安監査実施部局との連絡や情報交換を密にし、綿密に実施方針を

固めて計画的に「運輸安全マネジメント評価」を実施するとともに、「運輸安全マネジメ

ント評価」と保安監査を運輸事業者に対する安全政策における車の両輪として、有機的

に機能させるよう、運輸安全調査官と地方運輸局等の評価担当官との実務レベルでの意

見交換打合せを引き続き実施する。

また、各交通モードの業界団体に対し、「運輸安全マネジメント評価」の浸透・定着

に向けた活動について、協力、指導等をしていくとともに、引き続き、関係団体と連携

を図り、以下の措置を実施する。
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①鉄道分野

ア 事業者団体の主催による運輸安全マネジメントの実施体制の強化に資する研修

の実施を促すとともに、地方運輸局等においても各種会議等の機会を捉え、「運輸

安全マネジメント評価」の浸透・定着を促進する。

イ 各地区の鋼索交通協会等の協力を得て、鋼索鉄道・索道事業者に対する制度の理

解を促進する。

②自動車分野

ア 事業者団体主催の「運輸安全マネジメント評価」の実施体制の強化に資する取組、

研修等に対し、必要に応じて協力するとともに、地方運輸局等でも、各種会議等

の機会を捉え、「運輸安全マネジメント評価」の浸透・定着を促進させるよう努め

る。

イ 制度の一層の徹底・定着を図るため、独立行政法人自動車事故対策機構（以下

「NASVA」という。）が実施する運輸安全マネジメントセミナーへの支援・協力を

行うとともに、NASVA 主催の運行管理者講習会（平成２２年度実績約１４万人）の

場を活用し、引き続き、機会を捉えて同制度の説明を行う。

ウ NASVA 等が主に安全管理規程義務付け対象外事業者に実施している「運輸安全マ

ネジメント評価」業務に対して、必要に応じて支援・協力するとともに、試行的

に実施されている当該制度の充実化に向けた見直しを行う。

エ 各都道府県のバス、タクシー、トラック協会が主催する事故防止委員会等の場を

活用し、「運輸安全マネジメント評価」の一層の徹底・定着を図る。

③海運分野

ア (財)海技振興センターが実施するヒューマンエラー対策に関する調査研究等と

連携し、小規模海運事業者を含む海運事業者全般に対し、「運輸安全マネジメント

評価」の浸透・定着を促進する。

イ (社)日本旅客船協会等事業者団体が実施する研修、会議等において、必要に応じ

て、講師派遣等による協力により、事業者の制度の理解を促進する。

④航空分野

以下のような機会を捉えて、航空運送事業者に対し、運輸安全取組の一層の向上を

図るための支援を行う。

・東京航空局及び大阪航空局主催の安全推進連絡会議

・（社）全日本航空事業連合会主催の飛行機部会及びヘリコプター部会

・（財）航空輸送技術研究センター主催の安全フォーラム

・（社）日本航空技術協会主催の航空安全シンポジウム
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２．事業規模等に応じた方向性

（１）大手事業者の「運輸安全マネジメント評価」の実施方針

今後の｢運輸安全マネジメント評価｣あたっては、輸送の安全に係る取組が進んでいる

大手事業者において、更なるレベルアップを図るため、評価の重点化・効率化が必要で

あるため、あらたに、以下の内容を含め、実施方針等を検討した上で実施する。

①運輸事業者の特徴等を踏まえた「運輸安全マネジメント評価」の実施

過去に実施した「運輸安全マネジメント評価」の経緯を振り返り、運輸事業者の特

徴、性質を踏まえた上で、「運輸安全マネジメント評価」の重点項目を決定する。また、

改善を行った取組とともに、運輸事業者が特に重要と判断している安全対策への取組

について、引き続き積極的に聴取し、「運輸安全マネジメント評価」の対象とする。

②安全管理の取組が進んでいる運輸事業者の取り扱い

３回目の評価以降の結果等をもとに、安全管理の取組が進んでいる運輸事業者につ

いては、「運輸安全マネジメント評価」実施間隔を延長する措置を講じる。

ただし、安全に関する意識の低下が起こらないようにするため、当該措置が講じら

れる場合であっても、延長期間中の中間的な取組状況の把握、経営トップが交代した

場合の延長措置の解除、延長期間の長さ等あらたな条件を設定する。

③現場の取組状況の調査

航空事業者を除く 4回目の評価以降では、原則として、「運輸安全マネジメント評価」

に先駆けて現場調査を実施し、現場における安全方針の浸透状況、社内コミュニケー

ションの状況、職員の安全意識等確認した内容を経営管理部門に対するインタビュー

の際の参考にする。

（２）大手以外の事業者の「運輸安全マネジメント評価」の実施方針

今後の｢運輸安全マネジメント評価｣にあたっては、輸送の安全に係る取組の遅れてい

る大手以外の事業者において、取組実施率の向上が必要であるため、あらたに、以下の

内容を含め、実施方針等を検討した上で実施する。

①「運輸安全マネジメント評価」の計画的実施

大手以外の事業者においては、未だ多くの事業者に対する１回目の評価が未実施で

あり、安全管理のための仕組み自体ができていない運輸事業者が依然見受けられる。

今後、当該事業者に対しては、運輸安全マネジメント制度の一層の普及・啓発を念頭
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に、関係部局等との連携を強化し、「運輸安全マネジメント評価」を計画的に実施する

必要がある。

②小規模事業者用ガイドラインの活用

大手以外の事業者に対する１回目の評価は、平成２１年６月には、小規模事業者の

安全管理体制の構築・改善を促すために、運輸審議会運輸安全確保部会の議論を経て

策定・公表した小規模事業者用ガイドラインの活用等を通じて、計画的に実施する。

小規模事業者用ガイドラインで示されている対象事業者に対して、規模・実態に鑑

み、より実効的な「運輸安全マネジメント評価」を実施するため、当該事業者の了解

のもと、運輸安全ガイドライン若しくは小規模事業者用ガイドラインどちらも使用で

きることとする。

自動車分野における安全管理規程作成等義務付け対象外事業者に対する「運輸安全

マネジメント評価」については、別途、通達で定める方針等に基づき実施する。

（３）各交通モード別における「運輸安全マネジメント評価」の実施方針

今後の｢運輸安全マネジメント評価｣にあたっては、各交通モードに対し、以下の内容

を含め、実施方針等を検討した上で実施する。

①鉄道分野

全交通モード共通して取組の実施率が低いヒヤリ・ハット情報活用について、リス

ク管理に関する有効な事例を収集し、運輸事業者に提供していく必要があり、現在、

２年計画で、運輸安全監理官室で実施している「運輸安全取組事例」の紹介において、

その内容や方法をさらに具体的に紹介する調査研究を実施しており、その成果を冊子

としてまとめ運輸事業者に広く周知していく。

②自動車分野

全交通モード共通して取組の実施率が低いヒヤリ・ハット情報活用に関する取組の

実施率向上を目指して、平成２１年３月に運輸安全監理官室にて運輸事業者の能力レ

ベルに応じて対応できるよう作成した「事故、ヒヤリ･ハット情報の収集・活用の進め

方～事故の再発防止・予防に向けて～（自動車モード編）」を再度周知する等により、

運輸事業者における当該取組の向上を図る。特に、技能教育効果把握の取組の進んで

いないタクシー事業者においては、技能教育に係るＰＤＣＡサイクルが機能するよう

重点的に取り組む。
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③海運分野

安全管理におけるＰＤＣＡサイクルが機能するように、ＣＡの部分について積極的

かつ重点的に助言を実施する。また、実施率が低いヒヤリ・ハット情報活用の取組の

実施率向上を目指して、平成２２年４月に運輸安全監理官室にて作成した「事故、ヒ

ヤリ･ハット情報の収集･活用の進め方～事故の再発防止・予防に向けて～（海運モー

ド編）」を周知・活用するとともに、技能教育訓練効果把握の取組の進んでいない旅客

船事業者については、技能教育効果把握に係るＰＤＣＡサイクルが有効に機能するよ

う促す。

④航空分野

制度導入以前からＳＭＳ（セイフティー・マネジメント・システム）の取組が自主

的に行われてきたこともあり､他分野に比べ､運輸安全取組の質が高いが、全交通モー

ド共通して取組の実施率が低いヒヤリ・ハット情報活用について、現在、国土交通省

航空局にて検討を進めている航空事業者のヒヤリ・ハット情報を収集し、分析・対応

策を講じる仕組みの有効な運用に協力する。

Ⅴ．まとめ

究極の目標である輸送における事故件数ゼロを目指し、運輸事業の安全確保に係る様々

な政策を展開している。その一翼を担う「運輸安全マネジメント評価」は、今までにない

行政手法として、試行錯誤を続けながらも、一定の効果を上げてきた。今後は、政策評価

に記載した「運輸安全マネジメント評価」の課題について着実に対応し、運輸事業の更な

る安全確保に向け努力してまいりたい。


